
人

人

％

人

人

％

決算額

5,308,190

390,866 ×

6,917 ×

15,807 ×

13,645 ×

750,997 構成比 ×

216,647 1.4 ×

- 33.3 ×

107,161 2.6 ×

- 7.3 ×

13,816 46.3 ×

6,008,700 46.2 ×

5,581,462 2.6 〇

426,047 6.5 ×

1,191 - ×

12,832,746 - ×

6,967 100.0 ×

102,379

102,313 -

20,323 -

1,808,335 - × 〇

- - × 〇

1,345,178 - 〇 ×

32,064 - × 〇

998,033 - ○ ×

971,187 100.0 × ×

922,277 × ×

713,641

2,157,052

0

682,952

22,012,495

3,204,550

1,860,308

3,070,854

2,249,305

2,249,305

-

8,524,709

3,269,392

64,264

2,968,400

1,628,612

3,309,303

265,948

17,087

-

2,784,411 千円

61,423

2,784,411

市町村類型 Ⅰ－0

-

増 減 率 △ 8.7 区 分 ２ ７ 年 国 調 ２ ２ 年 国 調 22年国調（人） -

205.81

増 減 率 △ 2.0 人口密度（人） 208

地方交付税種地

平成29年度（千円）

歳 入 の 状 況 （単位千円・％）

第 ２ 次

6,248

平 成 3 0 年 度

人

口

27　年　国　調 42,810

産 業 構 造

人口集中地区人口

22　年　国　調 46,895 27年国調（人）

都道府県名 ０８ 団体名 ２２９５

6,950

区　　　　　　　分 構成比 経常一般財源等 歳 入 総 額 22,012,495 21,441,476

区 分

決   算   状   況

住台

民帳

基人

本口

Ⅱ－２1,596

30. 3. 31 41,907 8.3 7.8 面積（ｋ㎡）

茨 城 県 稲 敷 市

平成30年度（千円）

31. 3. 31 41,066

第 １ 次

1,714

24.1 5,308,190 42.7 14,453 歳 出 総 額 21,203,514

構成比 30.2 34.0 27年国調世帯数 指定団体等

の指定状況

収

支

状

況

工 特

離 島

過 疎

半 島

0.1 15,807 0.1

市 町 村 税 の 状 況 （単位千円・％）

低 開 発 実 質 収 支 617,284

20,519,199

地 方 譲 与 税 1.8 390,866 3.1

第 ３ 次

12,739 11,876 22年国調世帯数 新 産 歳 入 歳 出 差 引 808,981 922,277

利 子 割 交 付 金 0.0 6,917 0.1 61.5 58.2 14,809 翌年度へ繰越すべき財源 191,697 226,141

地 方 税

696,136

株式等譲渡所得割交付金 0.1 13,645 0.1 産 炭 単 年 度 収 支 △ 78,852 74,335

配 当 割 交 付 金

248,815 80,998

自動車取得税交付金

地 方 消 費 税 交 付 金 3.4 750,997 6.0 区 分 徴 収 済 額 超過課税分 山 振 積 立 金

0.1 固 定 資 産 税 2,457,566

4,904 5,848

ゴルフ場利用税交付金 1.0 216,647 1.7
市

町

村

民

税

個 人 均 等 割 73,462 - 繰 上 償 還 金 0 0

特別地方消費税交付 - - - 所 得 割 1,767,837 - 積 立 金 取 崩 し 額

3,114- 中 部 290 903,021

実 質 単 年 度 収 支 △ 322,763 △ 815

軽 油 取 引 税 交 付 金 - - - 法 人 税 割 386,282 -

0.5 107,161 0.9 法 人 均 等 割 137,401 -

地 方 特 例 交 付 金 0.1 13,816 - 近 畿 区　　分 職員数（人） 給料月額（百円） １人当たり平均給料月額（百円）

首 都

139,643 - 市 町 村 圏 うち技能労務員
一

般

職

員

等

一 般 職 員

震災復興特別 0.0 - 鉱 産 税 - - 財 政 再 建 消 防 職 員

交通安全対策特別交付金 0.0 6,967 0.1

うち純固定資産税 2,454,070

（ 法 定 普 通 税 計 ）

10 26,673

50 130,483

地 方 交 付 税 27.3 5,581,462 44.9

2,667

特 別 1.9 - 市 町 村 た ば こ 税 345,999 - 特定農山村 教 育 公 務 員 2,610

普 通 25.4 5,581,462 44.9 軽 自 動 車 税

（ 一 般 財 源 計 ） 58.4 12,405,508 99.7 特 別 土 地 保 有 税 - - 指数表選定 臨 時 職 員

3,040

分 担 金 ・ 負 担 金 0.5 0 -

5,308,190 - 財 源 超 過

合　　計 340 1,033,504

定数 適用開始年月日

１人当たり平均給料

- （報酬）月額（百円）

使 用 料 0.5 8,004 0.1 法 定 外 普 通 税 -

手 数 料 0.1 - - 旧 法 に よ る 税 -

-

一部事務組合加入の状況 特別職等

7,800

国 有 提 供 交 付 金 - - -

内

　

訳

入 湯 税 - - 非常勤公務災害

- 議員公務災害 し 尿 処 理 市区町村長 1 H17.7.1国 庫 支 出 金 8.2 - - 目 的 税 -

ご み 処 理 副 市 長

- 事務機共同

- - 退 職 手 当

1 H17.3.22 6,800

都 道 府 県 支 出 金 6.1 - - 事 業 所 税 -火 葬 場 収 入 役

- - 税 務 事 務

常 備 消 防 教 育 長 1 H17.3.22 6,400

寄 附 金 4.5 - - 水 利 地 益 税 等 H19.4.1 4,200小 学 校 議 会 議 長 1

財 産 収 入 0.1 7,326 0.1 都 市 計 画 税 -

中 学 校 議会副議長 1 H19.4.1 3,800

繰 越 金 4.2 - H19.4.1 3,600そ の 他 議 会 議 員 20

繰 入 金 4.4 - - 合　　　　計 5,308,190 - 老 人 福 祉

諸 収 入 3.2 2,375 0.0

伝 染 病

地 方 債 9.8 - -

健 全 化

判断比率

実質赤字比率 -

うち減税補てん債 0.0 - - 連結実質赤字 -

歳 入 合 計 100.0 12,430,180 100.0

経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　　　分

将来負担比率
9.4

うち臨時財政対策債 3.1 - - 実質公債費比率 8.3

性 質 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 区 分 （単位千円・％）

区　　　　　　分 決算額 構成比 充当一般財源等

189,040 基準財政需要額 10,579,020

Ａの充当一般財源等

㉚

年

度

基準財政収入額 5,369,487決 算 額 Ａ 構成比 Ａのうち普通建設事業費

3,953,580 18.6 591,872 2,151,153 標準税収入額等 6,788,017

3,223,082 標 準 財 政 規 模 13,052,4311,540扶 助 費 14.5 976,032 975,268 7.4 民 生 費

189,040 0.9 0人 件 費 15.1 3,038,377 2,965,856 22.6 議 会 費

内

訳

う ち 職 員 給 8.8 1,779,453 - 総 務 費

5,751,912 27.1

1,335,455 6.3 42,627 1,206,696 財 政 力 指 数 28 ～ 30 0.504公 債 費 10.6 2,193,147 2,189,647 16.7 衛 生 費

4.7

一 時 借 入 金 利 子 - - - - 農林水産業費 1,309,714 6.2 108,922

労 働 費 0 0.0 0 0 実 質 収 支 比 率元 利 償 還 金 10.6 2,193,147 2,189,647 16.7

729,966 経常一般財源等比率 95.2

95,245 公 債 費 負 担 比 率 14.6

物 件 費 15.4 1,791,902 1,566,908 11.9

（ 義 務 的 経 費 計 ） 40.2 6,207,556 6,130,771 46.7 商 工 費 148,133 0.7 0

補 助 費 等 14.0 2,361,410 1,983,778 15.1 教 育 費 3,086,837

8.3

維 持 補 修 費 0.3 48,964 48,320 0.4 消 防 費 1,138,988 5.4 248,577

土 木 費 2,040,550 9.6 894,403 1,515,424 実 質 公 債 費 比 率

14.6 896,470 2,096,878

積立金

現在高

財 調 3,514,627

852,663

0 0.0 - 0 減 債 1,867,076

2,193,147 特 定 目 的 8,238,838

うち一部組合負担金 7.7 1,625,499 1,548,359 11.8 災 害 復 旧 費

2,249,305 10.6 -繰 出 金 15.6 3,067,075 2,515,299 19.2 公 債 費

- - - - 地 方 債 現 在 高 25,331,284積 立 金 1.3 45 - - 諸 支 出 金

- - - - う ち 政 府 資 金 9,886,965投資・出資金・貸付金 0.1 1,643 1,143 0.1 前年度繰上充

-

（

支

出

予

定

額

）

債

務

負

担

行

為

額

物 件 等 購 入

保 証 ・ 補 償

56,763 そ の 他

上水道 27,127 再 差 引 収 支 -138,898

投 資 的 経 費 13.1 774,699 12,246,219 歳 出 合 計 21,203,514 100.0 2,784,411 14,253,294

698,342 98.5 ％ -

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - 経常経費充当一般財源等計

-

内

　

　

訳

う ち 人 件 費 0.3 61,423 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

合　計 2,974,830 事

業

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

実 質 収 支 420,885

普 通 建 設 事 業 費 13.1 774,699 経 常 収 支 比 率

（減税補てん債,臨時

財政対策債除く）

公共下水 884,550 被 保 険 者 数 （ 人 ） 11,762 収 益 事 業 収 入

実 質 的 な も の -

うち

補 助 359,218 1.7 76,357 93.4 ％ 工　水 6,949

単 独 2,425,193 11.4

0

保険税（料）収入額 92

失 業 対 策 事 業 費 - - - 国　 保 532,538 徴

収

率

合 計 98.6 96.2

歳 出 合 計 21,203,514

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 農集排水 303,852

被保険者

１人当たり

土地開発基金現在高

国 庫 支 出 金 0 現

年

市町村民税 98.6 96.5歳入一般財源等 後期高齢 663,510 計

保 険 給 付 費 283

介　 護 563,253 純固定資産税 98.5 95.7100.0 14,253,294 15,061,952 千円


